
平成２６年度第１回千歳市地域協議会次第

日時：平成２６年８月３０日(土)１０時００分～

場所：千歳市民文化センター

１ 開 会

２ あいさつ
北海道副知事 荒川 裕生
千歳市長 山口 幸太郎

３ 議 題
【継続協議事項】
(１) 機器更新事業終了後の基金による事業について

(２) 新千歳空港周辺地域振興基金の取扱いについて

(３) 深夜・早朝時間帯の離着陸回数の変更に係る協議について
① 必要枠数について
② 住宅防音対策案について
③ 地域振興対策への対応について
④ 枠拡大に係る協議の進め方について
⑤ その他

【報告事項】
(４) 平成２５年度航空機騒音測定結果について

(５) 機器更新事業の実施状況について

(６) 前回の地域協議会における意見等について

（７）その他

４ 閉 会

＜配付資料＞
資料１ 機器更新事業終了後の基金による事業
資料２ 新千歳空港周辺地域振興基金の取扱いについて
資料３－(1) 枠拡大協議に係る住民意見等

(2) 必要枠数
(3) 住宅防音対策案
(4) 地域振興対策への対応
(5) 枠拡大に係る協議の進め方
(6) その他の意見への対応

資料４ 新千歳空港に係る民航機Lden値について
資料５ 平成25年度機器更新事業の実施状況
資料６ 前回の地域協議会における意見等について
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資料 1

機器更新事業終了後の基金による事業（継続協議事項）

１ 経過
(1) 地域協議会（平成２５年３月３０日）での協議
平成１８年３月２８日に合意した「新千歳空港２４時間運用に伴う周辺地域対策
に関する覚書」に基づき、機器更新事業終了後の基金による事業（以下「新事業」
という ）については、地域要望を踏まえ、平成２６年度までに合意することとし。
ました。

(2) 地域要望
地域住民の皆様による検討を踏まえ、新事業に係る地域要望について、次のとお
り千歳市から連絡がありました。

・現行の機器更新事業は覚書どおり、平成２６年度をもって終了とする。
・現行の機器更新事業の課題などを整理した上で制度設計を行い、新たな機器
更新事業として、平成３０年度を目途に実施する。
・新たな機器更新事業が実施されるまでの間（平成２７年度から平成２９年度
までの３年間を目途）は、コミュニティ活動の促進事業や備品整備事業など
のほか、将来的な会館整備への対応などを実施する。

２ 平成２７年度以降の取扱い（北海道からの提案（協議事項 ））

・現行の機器更新事業については、平成２６年度をもって終了します。
・新事業としては、新たな覚書締結の翌年度から概ね３年を目途に、新たな機
器更新事業を実施することとし、その対象機器は、公益財団法人新千歳空港
周辺環境整備財団の助成により設置された機器とします。
・新たな機器更新事業が実施されるまでの間は、町内会に対し、コミュニティ
活動の促進など、周辺地域の活性化等に資する事業への助成を行います。
・上記事業に係る北海道及び千歳市からの新たな補助は行いません。

※ 合意内容は、別添「新千歳空港２４時間運用に伴う周辺地域対策に関する覚書
（案 」のとおりとし、記名押印の年月日は、当該合意のあった地域協議会の開）
催日とします。
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（別添）
新千歳空港２４時間運用に伴う周辺地域対策に関する覚書（案）

新千歳空港の２４時間運用を巡る千歳市地域協議会を構成する北海道、千歳市及び町
内会は、新千歳空港の２４時間運用に伴う周辺対策について、次のとおり合意する。

記

国際エアカーゴ基地形成のための新千歳空港の２４時間運用に関する合意書（以下
「合意書」という ）第４条第１項に定める地域振興等対策は、次により実施する。。

１ 平成１８年３月２８日に締結した「新千歳空港２４時間運用に伴う周辺対策に関
する覚書」に基づく事業については、平成２６年度をもって終了する。

２ 合意書の別記１の「２ 地域振興対策 （１）基金による事業について」の表中
「活用の方法」の③の機器更新事業については、覚書締結の翌年度から概ね３年を
目途に実施する。
なお、機器更新事業の対象機器は、公益財団法人新千歳空港周辺環境整備財団の
助成により設置された機器とする。

３ 上記２の機器更新事業が実施されるまでの間は、町内会に対し、地域活性化等に
資する事業への助成を行うものとする。

４ 上記２及び３の助成に当たり、北海道及び千歳市から新たな補助は行わない。

この覚書を証するため、本書を１５通作成し、北海道、千歳市及び町内会が記名押
印の上、各自その１通を保有するものとする。

平成 年 月 日

北 海 道 北海道知事 （ ）

千 歳 市 千 歳 市 長 （ ）

旭 ヶ 丘 町 内 会 代 表 （ ）

弥 生 町 内 会 代 表 （ ）

寿 町 内 会 代 表 （ ）

梅ヶ丘１丁目町内会代表 （ ）

若 葉 団 地 町 内 会 代 表 （ ）

日 の 出 南 町 内 会 代 表 （ ）

日 の 出 北 町 内 会 代 表 （ ）

根志越エアカーゴ基地

対策協議会（根志越）代表 （ ）

根志越エアカーゴ基地

対策協議会（中央長都）代表 （ ）

あけぼの団地町内会代表 （ ）

寿 官 舎 町 内 会 代 表 （ ）

駒 里 連 合 会 代 表 （ ）

祝 梅 町 内 会 代 表 （ ）
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【 参 考 】

国際エアカーゴ基地形成のための新千歳空港の24時間運用に関する合意書（平成6年4月20日）

新千歳空港の24時間運用を巡る千歳市地域協議会（以下「地域協議会」という ）を構成する。
北海道（以下「甲」という 、千歳市（以下「乙」という ）及び町内会（以下「丙」という ）。） 。 。
は、地域協議会における協議に基づき、国際エアカーゴ基地形成のための新千歳空港の24時間運
用及びこれに伴う必要な対策について、次のとおり合意する。

（中 略）

（24時間運用に伴う周辺地域対策の実施）
第4条 甲及び乙は、新千歳空港の24時間運用に伴い、別記1に定める住宅防音等対策及び地域振
興等対策を実施するものとする。

2 住宅防音等対策は、区域指定日（平成6年6月1日）において別記2に定める区域内に現に所在す
る住宅等を対象として行うものとする。ただし、区域指定日から1年を経過する日までの間にお
いて、当該区域内で新築された住宅についても、対策の対象として扱うものとする。

（中 略）

別記１（第4条第1項関係）
国際エアカーゴ基地形成／新千歳空港の24時間運用に伴う対策

（中 略）

２ 地域振興等対策
(1) 基金による事業について

町内会活動の充実など地域活性化を図るために基金制度を新たにつくり、これを活用して
千歳市・苫小牧市の関係町内会のニーズに対応していくこととする。

基 金 の 額 30億円

活用の方法 基金による毎年度の運用益により、次の助成事業を進めるものとする。
① 町内会に対し、コミュニティ活動や余暇活動に要する経費について、
毎年度一定額を永年助成（助成金には、冷房装置の電気料見合額も算入
するものとする ）。
② 地域の要望に基づき、身近な生活環境整備事業を行う場合に、7年間
にわたって毎年度市等に助成

③ この対策による住宅防音工事等で設置した暖房機器、空調機器及び冷
房装置が、設置後10年を経過し使用不能となった場合に、更新する者に
対し助成

（以下、省略）

新千歳空港24時間運用に伴う周辺地域対策に関する覚書（平成18年3月28日）

新千歳空港の24時間運用を巡る千歳市地域協議会を構成する北海道、千歳市及び町内会は、新
千歳空港の24時間運用に伴う周辺地域対策について、次のとおり合意する。

（中 略）

１ 事業期間等
機器更新事業は、財団法人新千歳空港周辺環境整備財団（以下「財団」という ）が助成者。

となって、事業開始から平成26年度まで実施する。

（中 略）

４ 機器更新事業終了後の事業
機器更新事業の終了後の基金による事業については、千歳市地域協議会において、平成24年

度までに協議を開始し、平成26年度までに結論を得るものとする。
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資料 2

新千歳空港周辺地域振興基金の取扱いについて（継続協議事項）

１ 現状

○ 新千歳空港周辺地域振興基金（以下「基金」という ）の目標額３０億円に不足。

する分（基金未造成額）の運用益に相当する金額を、北海道から公益財団法人新千

歳空港周辺環境整備財団（以下「財団」という ）に毎年度補助してきました（以。

下「運用益見合補助」という 。。）

・基金未造成額 ～ 1,157,800千円

・運用益見合補助の額 ～ 17,367千円 年（＝基金未造成額×1.5%）／

○ 上記の運用益見合補助は、平成２５年度までの取扱いであり、平成２６年度以降

の取扱いについては、平成２５年度中に地域協議会で合意を得ることとしていまし

たが、前回の地域協議会で、平成２６年度中に合意を得ることとしました。

２ 平成２６年度以降の基金の取扱い（北海道からの提案（協議事項 ））

平成２６年度以降においても、当分の間、財団に対する北海道の運用益見合補

助を継続します。

なお、運用益見合補助の算定利率は、現行と同様の年１．５％とします。

、 「 （ ）」 、※ 合意内容は 別添 地域振興等対策の基金に関する覚書 案 のとおりとし

記名押印の年月日は、当該合意のあった地域協議会の開催日とします。

（単位：％）《参考》１０年利付国債に係る金利の動向

H26
区 分 H20.3 H21.3 H22.3 H23.3 H24.3 H25.3

4月 5月 6月 7月 8月

金 利 1.4 1.3 1.4 1.3 1.0 0.6 0.6 0.6 0.6 0.6 0.6

３ 基金未造成額の解消に向けた対応

目標額３０億円の基金造成に向け寄附が得られるよう、経済界及び航空会社と協議

を行っています。

今後、国に対し、深夜・早朝発着便の着陸料の軽減を要望するなど、枠拡大の取組

みに協力が得られやすい環境の整備に努めるとともに、経済界等の協力を強く求めて

行きます。

※この資料は、前回の地域協議会資料を時点修正、文言整理したものです。
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（別添）

地 域 振 興 等 対 策 の 基 金 に 関 す る 覚 書 （ 案 ）

新千歳空港の２４時間運用を巡る千歳市地域協議会を構成する北海道、千歳市及び町
内会は、平成１８年３月２８日に締結した「地域振興等対策の基金に関する覚書 （以」
下「覚書」という ）の変更について、次のとおり合意する。。

記

１ 覚書の記の「１ 平成２５年度までの基金の取扱い」を削り 「平成２５年度まで、
の間」を「当分の間」に改める。

２ 覚書の記の２を削る。

３ 覚書の別記の「財団法人」を「公益財団法人」に改め 「平成２５年度までの」を、
削る。

この覚書を証するため、本書を１５通作成し、北海道、千歳市及び町内会が記名押
印の上、各自その１通を保有するものとする。

平成 年 月 日

北 海 道 北海道知事 （ ）

千 歳 市 千 歳 市 長 （ ）

旭 ヶ 丘 町 内 会 代 表 （ ）

弥 生 町 内 会 代 表 （ ）

寿 町 内 会 代 表 （ ）

梅ヶ丘１丁目町内会代表 （ ）

若 葉 団 地 町 内 会 代 表 （ ）

日 の 出 南 町 内 会 代 表 （ ）

日 の 出 北 町 内 会 代 表 （ ）

根志越エアカーゴ基地

対策協議会（根志越）代表 （ ）

根志越エアカーゴ基地

対策協議会（中央長都）代表 （ ）

あけぼの団地町内会代表 （ ）

寿 官 舎 町 内 会 代 表 （ ）

駒 里 連 合 会 代 表 （ ）

祝 梅 町 内 会 代 表 （ ）
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＜参考＞
平成１８年３月２８日締結の「地域振興等対策の基金に関する覚書」の新旧対照表

現 行 改 正

地域振興等対策の基金に関する覚書 地域振興等対策の基金に関する覚書

新千歳空港の２４時間運用を巡る千歳市地域協 新千歳空港の２４時間運用を巡る千歳市地域協
議会を構成する北海道、千歳市及び町内会は、新 議会を構成する北海道、千歳市及び町内会は、新
千歳空港の２４時間運用に伴う周辺地域対策につ 千歳空港の２４時間運用に伴う周辺地域対策につ
いて、次のとおり合意する。 いて、次のとおり合意する。

記 記
１ 平成２５年度までの基金の取扱い

「国際エアカーゴ基地形成のための新千歳空 「国際エアカーゴ基地形成のための新千歳空
港の２４時間運用に関する合意書」の確認事項 港の２４時間運用に関する合意書」の確認事項
「３ 第４条第１項関係 （３）の地域振興等 「３ 第４条第１項関係 （３）の地域振興等」 」
対策の基金及び（４）の基金による助成事業に 対策の基金及び（４）の基金による助成事業に
ついては、平成１８年度から平成２５年度まで ついては、平成１８年度から当分の間、次によ
の間、次により実施するものとする。 り実施するものとする。
○ （３）中、ただし書きについては 「ただ ○ （３）中、ただし書きについては 「ただ、 、
し、目標額に不足が見込まれる場合には、北 し、目標額に不足が見込まれる場合には、北
海道が、その不足額に相当する分を有利で安 海道が、その不足額に相当する分を有利で安
全かつ確実な方法で運用した場合に得られる 全かつ確実な方法で運用した場合に得られる
金額を確保する 」ものとし、別記により取 金額を確保する 」ものとし、別記により取。 。
り扱うものとする。 り扱うものとする。
○ 上記の金額は （４）に定める基金による ○ 上記の金額は （４）に定める基金による、 、
助成事業を実施するための運用益とみなす。 助成事業を実施するための運用益とみなす。

２ 平成２６年度以降の基金の取扱い （削除）
北海道は、地域振興等対策の基金について、

平成２６年度以降においても、目標額に不足が
見込まれる場合には、目標額が造成された場合
と同等程度の効果が得られるよう、当該時の経
済情勢等を踏まえ必要な措置を講じるものと
し、その取扱いについては、平成２５年度まで
に、千歳市地域協議会において協議し、結論を
得るものとする。

別記
地域振興等対策の基金に関する取扱い

○ 財団法人新千歳空港周辺環境整備財団（以下 ○ 公益財団法人新千歳空港周辺環境整備財団
「財団」という ）が管理・運用している新千 （以下「財団」という ）が管理・運用してい。 。
歳空港周辺地域振興基金 以下 基金 という る新千歳空港周辺地域振興基金（以下「基金」（ 「 」 。）
に関し、その活用による地域振興等対策事業の という ）に関し、その活用による地域振興等。
安定的な実施のため、基金の目標額３０億円に 対策事業の安定的な実施のため、基金の目標額
対して未造成となっている基金相当分 以下 未 ３０億円に対して未造成となっている基金相当（ 「
造成基金相当分」という ）の取扱いについて 分（以下「未造成基金相当分」という ）の取。 。
は、次によるものとする。 扱いについては、次によるものとする。

、 、 、 、・ 北海道が 基金の運用元本を確保するため ・ 北海道が 基金の運用元本を確保するため
平成１７年度まで実施してきた未造成基金相 平成１７年度まで実施してきた未造成基金相
当分（現状：1,157,800千円）の財団への毎 当分（現状：1,157,800千円）の財団への毎
年度貸付を廃止する。 年度貸付を廃止する。

・ 北海道は、平成１８年度から平成２５年度 ・ 北海道は、平成１８年度から毎年度、未造
までの毎年度、未造成基金相当分の運用益に 成基金相当分の運用益に相当する金額を財団

（ 「 」 。）相当する金額を財団へ補助（以下「運用益見 へ補助 以下 運用益見合補助金 という
合補助金」という ）する。 する。。
なお、運用益見合補助金については、北海 なお、運用益見合補助金については、北海

道が、平成１８年度から１０年利付国債によ 道が、平成１８年度から１０年利付国債によ
り運用したものと見なし、各年度当初におけ り運用したものと見なし、各年度当初におけ
る未造成基金相当分に１.５％（固定）を乗 る未造成基金相当分に１.５％（固定）を乗
じて算出する。 じて算出する。

※ 下線部が、変更箇所となります。
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資料 3－(1)

枠拡大協議に係る住民意見等

※ 千歳市（３／２８「意見書」受理）及び苫小牧市（５／１６「懸念事項等集約書」
受理）の住民意見等の一覧です。

１ 必要枠数（３０枠）について
千歳市 苫小牧市 対 応区分

資料3-(2)で補足説枠 離離着陸回数３０回については、 必要枠数の根拠について
明します。数 最最低限必要な回数に再考するこ ・必要枠数３０枠の根拠が納得

できない。抽象的な文言が多くの とと
具体性に欠けている。根 必要枠数については、地域住・

拠 民の生活環境保全のため、新
千歳空港の国際拠点空港化に
必要な離着陸回数を精査し、
６便＋αを基本として再検討
することを求める。

離着陸回数を増加したいのであ
れば、その明確な理由を示し、
説明すること
・離着陸回数の増加を３０回に
増加させる根拠を、エアライ
ンの就航ニーズ調査などとし

、 、ているが これまでも我々は
北海道に対して、エアライン
の就航ニーズ調査は一つの判
断要素となるものの、その時
々の経済・航空情勢により大
幅に変動するものであり、そ
れを必要枠数の根拠とするこ
とについては、納得できない
と繰り返し意見を述べてき
た。あらためて、明確な説明
を求める。

時 資料3-(2)で説明し現行６枠を上回る増加枠数につ
間 ます。いては、時間帯の制限を検討す
ること制
・離着陸回数が３０回まで拡大限
されると、航路直下の住民の
睡眠が阻害され、心身ともに
健康への影響やストレスが生
じることが懸念される。その
ため、地域住民の健康のリス
クへの配慮が最大限に考慮さ
れる必要があることから、現
行６枠を上回る増加枠数につ
いては、運航時間帯の制限の
検討を求める。
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２ 住宅防音対策案について
（１）対策区域

千歳市 苫小牧市 対 応区分
対 資料3-(3)で修正案住宅防音対策区域は、住宅が連 自衛隊機も含めたコンターの見
策 を説明します。担する町内会を分断しないこと 直しについて

航空機騒音予測コンター図（以区 ・住宅が連担する一つの町内会 ・
下、コンター）は、民間航空機域 で、住宅防音対策の有無が異
の騒音だけではなく自衛隊機なる対応となることは、地域
の騒音も加味すべき。地域はコミュニティの繋がりを損な
両方の騒音に悩まされているうこととなるので、住宅防音
ことを考えてほしい。対策の区域設定に当たって

、 、は 町内会を分断しないよう
提案された住宅防音対策につい見直すことを求める。
て
住宅防音工事の対象戸数が住宅防音対策区域を、深夜・早 ・
少ないため、地域に持ち帰って朝時間帯の航空機騒音の実態に
も説明のしようがない。合った区域に見直すこと

・対策区域の設定に当たって
住宅防音対策区域の拡大についは、１日の航空機騒音を平均
てしているが、この方法では、
６枠合意時も民間航空機の騒深夜・早朝の実騒音を評価す ・
音だけのコンターだったが、当ることにはならない。また、
時は地域住民の声を十分聞き深夜・早朝時間帯の航空機の
入れ、自衛隊機の音も考慮し航路は、滑走路の運用上、日
て対策区域を拡大した経緯が中時間帯とは異なる航路が設
あることから、当時の対応を踏定されているが、北海道が示
まえ十分検討してほしい。した対策区域では、その実態

が反映されていないと考えら
騒音の受け止め方についてれ、地域住民の生活実感と大
１日当たりで平均化されてしまきく掛け離れている。したが ・
うと騒音の影響範囲が縮小さって、深夜・早朝時間帯にお
れるが、夜中に１回でも大きなける航空機の運用状況を十分
音があると非常に身体に感じに把握した上で、深夜・早朝
る。騒音を受ける側の実感を時間帯の航空機騒音の実態に
踏まえた対策とすること。あった区域に見直すことを求

める。
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（２）工事の実施方法
千歳市 苫小牧市 対 応区分

実 資料3-(3)で修正案住宅防音工事の工事実施回数を 住宅防音工事の工事実施回数に
施 を説明します。見直すこと ついて

住宅防音工事の工事実施回回 ・新規住宅防音工事、建替住宅 ・
数を１回に限定しないようにす数 防音工事、防音建具機能復旧
ること。工事の対象住宅に対し、いず

れか１回の工事を実施すると
しているが、航空機騒音の被
害は、恒久的に継続するもの

、 、であることから 実施回数を
１回に限定しないよう、見直
すことを求める。

６枠合意時の告示前住宅の住宅工 住住宅防音工事の実施方法を見直
防音機能復旧について事 すすこと
告示前住宅は相当古くなって時 ・・住宅防音工事の申請は、住宅 ・
きているので対策を検討してほ期 の建築、または、６枠合意に
しい。基づく住宅防音工事の実施か

ら２０年が経過していること
を原則とし、申請後、工事の
実施までは、さらに最大１０
年の期間を要することになる
が、離着陸回数の増加から、
住宅防音工事が実施されるま
での間、地域住民は、何の対
策も講じられないままに航空
機騒音の被害に曝され、睡眠
が阻害されるなど、健康への
悪影響が懸念される。そのた
、 、め 工事の実施方法を見直し
離着陸回数の増加が合意され
た後は、速やかに住宅防音工
事を実施するよう求める。

住宅防音工事の内容を見直すこ工
と事
・離着陸回数を現在の６回か内
ら、その５倍である３０回に容
拡大しようとしているが、併
せて示された住宅防音工事の
内容は、現行６枠の合意内容
や、国が実施する住宅防音工
事の内容と比べて後退するも
のであり、睡眠が阻害される
という影響を払拭できる内容
とはなっていないことから、
航空機騒音の影響が最大限軽
減される工事内容となるよ
う、見直すことを求める。
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３ 地域振興対策への対応について
千歳市 苫小牧市 対 応区分

対 資料3-(4)で今後の地域振興対策への反映について
。象 対応を確認します・苫小牧側は住宅防音工事の

対象戸数が少ないが、住戸数内
が増加している地域もあるた容
め、住みやすい地域にしてもら
いたい。

コンターの範囲内に事業所等が対
ある場合の対策について策
町内会を分断しないという原則区 ・
と、コンターの範囲内に事業所域
等があるという現実を改めて捉
えた上で、地域振興対策を講
じていただきたい。

４ その他
千歳市 苫小牧市 対 応区分

そ 資料3-(6)で説明し住民への説明に当たっては、分かり 誠実な協議の継続について
の ます。やすい資料の作成に努めること ・北海道は以前、空港の機能強

化を理由に枠拡大の提案をし他
たいとのことだったが、北海道地域住民が安心して生活できる
の都合で止めた経緯がある。よう、航空機の安全運航の確保
エアラインの事情で政策を転を徹底すること
換するのではなく、提案するの
であれば最後まで誠実に協議国が実施する住宅防音工事と２
をしてほしい。４時間対策として実施される住

宅防音工事の実施窓口の一本化
北海道の対応に対する不信感にを検討すること
ついて
過去に地域との合意事項を一駒里地区は、家畜の一大生産地 ・
方的に破棄した道政は信頼でであることから、静穏な飼育環
きない。境が必要である。深夜・早朝時
世話人会や地域協議会の開間帯の離着陸回数を大幅に増加 ・
催調整にあたり、北海道側のさせるのであれば、航空機騒音
都合で日程を押し付けられたや航空機が発する光が、家畜の
ことや提供された情報に制限飼育に影響を及ぼさないことが
を設けられた。もっと住民側の必要であり、科学的に証明する
立場に立って考えていただきこと
たい。
地域に対して、常日頃から丁・
寧な対話をするよう心がけてい
ただきたい。

６枠合意時の地域振興対策の取
組みについて
６枠合意時に地域と約束したこ・
とを今後どのように実行するの
か、きちんと説明してほしい。
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資料３－（２）－①

必 要 枠 数 （補 足 説 明）
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資料３―（２）―③
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枠拡大後の運航時間帯の制限について

１ 趣旨

航路直下の住民の皆様の睡眠と健康に配慮するため、深夜・早朝時間帯(22:00
～7:00)の運航において、枠拡大後については、以下の考え方に基づき、運航時間
帯の制限（枠数設定）を行います。

２ 基本的な考え方

 大半の方々が就寝中であると考えられる 0時から 6時までの時間帯（以下「制
限時間帯」という。）は、運航枠数を制限することとし、その便数（枠数）は現行

の６枠を上限とします。 

３ 時間帯の制限の概要(イメージ)
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＜当初案＞ 

＜時間帯の制限＞ 
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資料 3－(3)－①

住宅防音対策案の修正について（ポイント）

１ 対策区域

○住宅防音工事を実施する対策区域は、次のとおりとします。
・現在の基本区域とします。
・市街地では、基本区域内の町内会に属する区域で、住戸が連たんしている
ものを含めます。 ※ 対策区域図は、資料 3－(3)－②のとおり

２ 住宅防音工事の内容

【工事の種類】
（ 、 ）①経年住宅機能確保工事 対象戸数：約2,900戸 千歳市：約2,600戸 苫小牧市：約300戸

・対象住宅は、平成6年の6枠合意に基づき、防音工事を実施した住宅です。
・1戸当たり限度額の範囲内で、工事メニューの中から必要な工事を選択で
きることとします。

）②新規住宅防音工事 対象戸数：約790戸（千歳市：約700戸、苫小牧市：約90戸

・対象住宅は、上記①以外の住宅です。
・1戸当たり限度額の範囲内で、工事メニューの中から必要な工事を選択で
きることとします。
建替住宅防音工事③
・上記の①と②の工事に代えて建て替える場合の通常仕様と防音仕様の差額
を助成します。
・1戸当たり限度額の範囲内で、工事メニューの中から必要な工事を選択で
きることとします。

《対象室数》
「家族数＋1」の居室を対象とし、最低5室とします。

《1戸当たり限度額》
上記①～③を同額とし、その額は工事費160万円（消費税10％時）以内＋設計
監理費12％以内〈上限額179.2万円〉とします。

《工事メニュー》
①～③共通 天井、壁、外部開口部、内部開口部、床

②・③のみ 換気設備、暖房設備、冷房設備

【工事の実施】
、 、 。・工事は 毎年度の予算の範囲内で 次の優先順位により受付し実施します

《優先順位》
①騒音の影響の大きな地域を優先し、新コンターによるLden62dB以上、Lden
57dB以上、その他の地域の順とします。
②内窓設置工事のみを希望する場合は、区域に関わらず、優先的に実施し
ます。

【工事の回数（フォローアップ 】）
・工事回数は、1回に限定しません。
・工事時期と内容については、今回の対策の進捗状況や、一定期間後の住宅
の防音機能の状況などを踏まえ、適正な時期に検討します。

、 、 。※国では 工事実施後１０年以上経過後 防音サッシの取替工事を実施しています
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参考

住宅防音工事について

地域の皆様のご意見を踏まえて住宅防音工事の内容を修正しました。

（主な修正点）

・対象室数を６枠合意時と同様にしました（ 。家族数＋１（最低５室））
・工事の内容（対象部位）を拡充し、限度額の範囲内で工事内容を選択できるよ
うにしました。

・工事回数は１回に限定せず、今回の対策の進捗状況や一定期間後の防音機能の
状況などを踏まえ、工事時期と内容について適正な時期に検討します。

修正案（今回提案）原案（前回提案）

地域に関わらず天井・壁等工事可能

C工法は

サッシ取替のみ

限度額の範囲内でB工法：天井、壁、サッシ
工事内容の選択が可能C工法：サッシ取替

修正案（今回提案）区 分 原案（前回提案）※C工法

対象室数 家族数＋１（最大５室） 家族数＋１（最低５室）

天井・壁 補修のみ 防音に改造
限度額の

外部開口部 防音サッシ取替 防音サッシ取替・内窓設置 範囲内で
工事内容

内部開口部 なし 防音建具取替 の選択が
可能

床 補修のみ 補修のみ

※新規及び建替防音工事の場合は、換 ※１戸あたりの限度額 額は工事費160万円
気設備・暖房設備についても対象と （消費税10％時）以内＋設計監理費12％
なります。 以内〈上限額179.2万円〉とします。

※フォローアップについては適正な時期に検討します。



○経年住宅
＜例１＞　一戸建て住宅で、天井の防音工事（吸音材・石膏ボード貼付）を行う場合

1 式
1 式
10 ％

＜例２＞　一戸建て住宅で、壁の防音工事（吸音材・石膏ボード貼付）を行う場合

1 式
1 式
10 ％

＜例３＞　一戸建て住宅で、防音サッシへ取り替える場合

1 式
1 式
10 ％

○新築住宅
＜例＞　一戸建て住宅で、内窓と暖房機を設置、台所換気扇を防音仕様とする場合

1 式
2 台
1 台
10 ％

共通仮設費 、現場・一般管理費

数 量

消費税　10%
合　　　　計

サッシ（内窓）
暖房機（１階・２階）
レンジ扇

1,317
120

651
428
119

金　　額（千円）

146
合　　　　計 1,600

内　　　　　容

消費税　10%

参　　考

119

1,301合　　　　計

金　　額（千円）
1,277

数 量内　　　　　容
工事費 (a)
共通仮設費 、現場・一般管理費

共通仮設費 、現場・一般管理費

合　　　　計

内　　　　　容 金　　額（千円）

消費税　10%

消費税　10%

※　平成12年と平成26年の「住居に係る設備修繕・維持」の消費者物価指数
　は、道内では0.93倍（全国0.97倍）となっています。

工事費 (a)
数 量

＜住宅防音工事の施工例＞

○一戸あたり限度額160万円で住宅防音工事を行う場合の例を紹介します。

○なお、試算に当たっては、平成12年に(公財)新千歳空港周辺環境整備財団が
　実施した工事実績を基に、全体の９割程度の住宅で実施した室数５室で、天
　井や壁などの防音工事を実施すると仮定しています。

○また、別に設計管理費が必要となる場合は、19万2千円（160万円の12％）を
　上限額として加算されます。

1,041

173
145

141

1,595

金　　額（千円）
工事費 (a) 1,280

174

数 量内　　　　　容
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資料 3－(3)－③

対策区域及び防音工事の修正内容について

（１）対策区域

国が定めた航空機騒音の評価指標であるLdenにより、次の前提条件によ

り新千歳空港を離着陸する民間航空機を対象に作成した航空機騒音予測コ

ンター調査の結果に基づき、57dB（70WECPNL相当）以上の区域を基本に、

住宅防音対策を実施している他の国管理空港における考え方を踏まえ、道

路などを境界として資料 3－(3)－②のとおり対策区域を設定します。

文

＜前提条件＞ 言

・予測年次は平成34年度とし、1日当たりの航空機の離着陸回数について 修

は航空需要予測の結果を踏まえ、昼間便を320便、夕方便を60便と設定 正

するとともに、深夜・早朝の運航便数を30便と設定しています。 な

・上記について、騒音評価の時間帯毎に路線、機材、離着陸別の運航回 し

数を設定しています。

・航空路誌（AIP）に公示されている飛行経路を基本とし、整備が計画さ

れている新たなILSの運用を想定した経路を設定しています。

・ 滑走路の使用割合は、平成20年度及び24年度の使用実績の平均を基

本とし、ILSの運用を考慮して設定しています。

＜資料 3－(3)－②の修正内容＞

当 初 案 修 正 案

○コンター線の直近の道路など ○対策区域は、次のとおりとします。

を境界として設定しました。 ・現在の基本区域とします。

・市街地では、基本区域内の町内会に属す

る区域で、住戸が連たんしているものを

含めます。

（２）対策区域を指定する期日

対策区域を指定する期日（以下「区域指定日」という。）を別に定める 文言

こととし、区域指定日は、枠拡大に関する協議について合意が得られた後、 修正

速やかに設定します。 なし

（３）対象住宅

対策の対象住宅は、区域指定日の時点で対策区域内に所在する人の居住 文言

の用に供する建物及び地域住民の方々が集会等に使用する施設とします。 修正

区域指定日の時点で、建築確認申請が行政機関に受理された住宅につ なし

いても対象とします。
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（４）住宅防音工事の内容

①対象住宅

当 初 案 修 正 案

○防音建具機能復旧工事 ○経年住宅機能確保工事

《対象住宅》 文

・24時間運用対策で防音工事を実施 ・平成6年の6枠合意に基づき、 言

済みの住宅とします。 防音工事を実施した住宅とし 整

ます。 理

《工事の内容》

・防音工事により外部開口部に設置 ・1戸当たり限度額の範囲内で、工事メニ

したサッシが現にその機能の全部 ューの中から必要な工事を選択できる

又は一部を保持していない場合に こととします。

は、撤去の上、新設するとともに、

サッシ周辺に必要な補修工事を行

います。

○新規住宅防音工事 ○新規住宅防音工事

《対象住宅》

・区域指定日までに建てられ、かつ、 ・同左

24時間運用対策で防音工事が未実

施の住宅又は24時間運用対策で防 ※ 補足説明

音工事を実施済みの住宅のうち、 ・平成7年6月1日から区域指定日までに建

区域指定日までに建て替えられた 設された住宅

ものとします。 ・平成6年の6枠合意に基づく防音工事の

対象住宅のうち、防音工事を実施しな

かった住宅

・平成6年の6枠合意に基づく防音工事実

施後に建て替えられた住宅

《工事の内容》

・B工法、C工法の施工区分により、 ・1戸当たり限度額の範囲内で、工事メニ

原則、防音サッシへの取り替えを ューの中から必要な工事を選択できる

行います。 こととします。

○建替住宅防音工事 ○建替住宅防音工事

《対象住宅》

・区域指定日までに建てられた住宅 ・同左

であって、区域指定日後に老朽化

や災害などの理由で建て替えられ 《工事の内容》

るものとします。 ・対象住宅が、上記工事に代えて建て替

える場合の通常仕様と防音仕様の差額

を助成します。

・1戸当たり限度額の範囲内で、工事メニ

ューの中から必要な工事を選択できる

こととします。
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②経年住宅機能確保工事の内容

区 分 当 初 案 修 正 案

（防音建具機能復旧工事） （経年住宅機能確保工事）

対象室数 ・「家族数＋１」の居室を対象 ・「家族数＋１」の居室を対象

（最大５室） （最低５室）

天 井 （防音建具機能復旧工事） ・防音天井への改造、補修工事等 限

・防音工事により外部開口部 度

に設置したサッシが現にそ 額

内 壁 の機能の全部又は一部を保 ・防音壁への改造、補修工事等 の

持していない場合には、撤 範

去の上、新設するとともに、 囲

外 部 サッシ周辺に必要な補修工 ・防音サッシの取替 内

開口部 事を実施 で

工

内 部 ・防音建具の取替 事

開口部 の

選

容 床 ・著しく防音上有害な亀裂、隙間 択

がある場合の補修工事 が

可

能

※１戸あたりの限度額は、工事費160万円（消費税10％時）以内＋設計監理費12％以

内〈上限額179.2万円〉とします。
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③新規住宅・建替住宅防音工事の内容

区 分 当 初 案 修 正 案

工法区分 Ｂ工法 Ｃ工法 工法区分なし

対象室数 ・「家族数＋１」の居室を対象 ・「家族数＋１」の居室を対象

（最大５室） （最低５室）

天 井 ・原則として在来のまま ・防音天井への改造、補修工事等

・著しく防音上有害な亀裂、

隙間がある場合の補修工事

壁 ・防音壁への改造、補修工事等

内

外 部 ・防音サッシへの取替 ・防音サッシへの取替 限

開口部 （Ｔ－２を満足 （Ｔ－１を満足 度

するサッシ) するサッシ) 額

の

内 部 ・行わない ・防音建具への取替 範

開口部 囲

内

床 ・著しく防音上有害な亀裂、 同左 で

隙間がある場合の補修工事 工

事

換 気 ・24時間集中換気システムの ・有効な換気扇の設置（原則とし の

設 備 場合を除き、有効な換気扇 て対象室１室に１台） 選

の設置（原則として対象室 ・ただし、台所を併用する居室に 択

１室に１台） は換気扇、レンジ扇を設置 が

・ただし、台所を併用する居 可

室には換気扇、レンジ扇を 能

設置

暖 房 ・灯油焚密閉式石油ストーブ ・灯油焚密閉式石油ストーブ（Ｆ

設 備 （ＦＦ）が設置されている Ｆ）の設置（対象室１～２室は

容 場合を除き、灯油焚密閉式 １室、対象室３～５室は２室、

石油ストーブ（ＦＦ）の設 対象室６室以上は３室)

置（対象室１～２室は１室、

対象室３～５室は２室）

冷 房 ・冷房装置が設置されている ・冷房機器の設置（１世帯当たり１セ

設 備 場合を除き、冷房機器の設 ット）

置（１世帯当たり１セット）

※１戸あたりの限度額は、工事費160万円（消費税10％時）以内＋設計監理費12％以

内〈上限額179.2万円〉とします。

※冷房設備については、６枠合意に基づきエアコンを設置した住宅を除きます。
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④フォローアップ工事（防音建具機能復旧工事）の内容

当 初 案 修 正 案

○行わない。 ○行う。

・今回の対策の進捗状況や、一定期間後の

住宅の防音機能の状況などを踏まえ、工

事時期と内容については、適正な時期に

検討

（５）住宅防音工事の実施方法

当 初 案 修 正 案

○工事実施回数等 ○工事実施回数等

・1回の工事を実施 ・経年住宅機能確保工事、新規住宅防音工

事及び建替住宅防音工事は、枠拡大合意

後に実施

・上記工事の実施後、今回の対策の進捗状

況を踏まえて、フォローアップ工事を実

施（内容等は適正な時期に検討）

○工事実施時期等 ○工事の実施等

・チェックリストによる確認及び ・工事は、毎年度の予算の範囲内で、次の

遮音性能の実測を行い、遮音性 優先順位により受付し実施

能の実測結果に基づき、工事の

要否を決定 《優先順位》

①騒音の影響の大きな地域を優先

○工事実施手順 ・新コンターによるLden62dB以上、Lden

(1) 工事の申請年度 57dB以上、その他の地域の順

・建築又は防音工事後20年以上の ②内窓設置工事のみを希望する場合は区

経過を原則 域に関わらず、優先的に受付

(2) チェックリスト及び遮音性能の

実測による工事実施の決定

・チェックリストによる確認、遮

音性能の実測による工事の要否

を判定

・遮音性能を充足している場合は、

5年後を目途に再度実測

・再実測結果も充足している場合

は、更に5年後に工事を実施

(3) 冷房装置の設置年度 (3)同左

・新規住宅防音工事が後年次にな

る場合は、先行しての設置も可
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資料 3－(4)

地域振興対策への対応

○平成２５年３月開催の地域協議会での意見を踏まえ、地域振興対策案の追加提示

は、地域協議会において「必要枠数」「住宅防音対策案」について一定の理解が

得られたと判断された後に行うこととしています。

○地域振興対策案の取りまとめに当たっては、地域の意向を踏まえて行います。

＜地域振興対策の考え方＞ ～平成２５年３月 地域協議会資料から抜粋～

１ 基本方針

・地域のコミュニティ活動や生活基盤の整備などの手立てを講じ、空港と

周辺地域との調和ある発展を推進するために、深夜・早朝時間帯に航空

機騒音の影響を受ける地域に対して対策を実施する。

２ 対策の基本的事項

（１）対策区域

・ 平成６年４月締結の６枠合意書第３条（着陸回数等の変更等）に基づく

離着陸回数の増加に係る協議であることを踏まえ、住宅防音対策を補完

する地域振興対策を実施する区域としては、現在の地域協議会を構成す

る町内会の区域とする。

《参考》 平成６年４月締結「国際エアカーゴ基地形成のための新千歳空港の24時

間運用に関する合意書」（抜粋）

第３条（離着陸回数の変更等）

前条第２項に規定する航空機の離着陸回数の増加又は運航目的の変更の必要

が生じた場合には、地域協議会で協議し、合意を得るものとする。

（２）対策の内容

・ 対策の内容は、概ね次の３分野に係るものとする。

①住民の皆様の安全で安心な生活の確保に役立つ対策

②豊かで質の高い住環境を支える生活基盤の確保に役立つ対策

③地域の活力を生み出す産業の振興に役立つ対策

・対策の内容は、２市の総合計画、土地利用計画等との整合性を図るものと

する。

（３）対策案の取りまとめ

・対策案の取りまとめについては、以下の手順により進めるものとする。

①道が地域協議会で地域振興対策を提案するに当たっては、道と２市が地

域要望を踏まえ、提案内容を検討する。

②地域要望の把握は、２市を通じて行う。

③２市は、町内会の要望や市の各種計画などを踏まえ、必要に応じて地域

での調整の場を設けるなどして地域要望を取りまとめ、道に報告する。

④道は、③の報告内容を踏まえ、２市と必要な調整・協議を行った上で、

対策案を決定する。

※ この資料は、前回の地域協議会と同様です。
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資料 3―(5)
枠拡大に係る協議の進め方について

地 地 地地 道 地 各 適
域 域 域域 主 域 町 宜
協 に 協協 催 協 内

、

議 お 議議 の 議 会 地
会 け 会会 説 会 に 域

①必要枠数 に る にに 明 に お 協
お 検 おお 会 お け 議
い 討 いい の い る 会
て ・ てて 開 て 検 を、

意

、

催

、

討 開
必 見 や 住 ・ 催
要 等 必必 左 町 宅 意 し
枠 の 要要 記 内 防 見

、

数 取 枠枠 に 会 音 等 住
・ り 数数 係 に 対 の 宅

②住宅防音対策 住 ま ・・ る お 策 取 防
宅 と 住住 一 け 案 り 音
防 め 宅宅 定 る を ま 対
音 防防 の 説 継 と 策
対 音音 理 明 続 め 案
策 対対 解 な 協

、

案 策策 ど 議 地
を 案案 す 域
提 にに る 振
示 つつ と 興

い と 対
て も 策
協 に 案
議

、

に
地 つ
域 い
振 て
興 協
対 議

千歳市地域協議会 ③③ 二 策
H25年12月14日 開催 地地 市 案

域 を を
苫小牧市地域協議会 振振 通 追
H26年2月19日 開催 興興 じ 加

対 た 提
千歳市地域協議会 策策 地 示
意見書 域
H26年3月28日 受理 要

望
苫小牧市地域協議会 の
懸念事項等集約書 把
H26年5月16日 受理 握
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資料 3 －(6)

その他の意見への対応

１ 航空機への安全運航の確保を徹底すること。

○国や航空会社に対して文書で申し入れるほか、枠拡大後においても運航状況を注視し、

地域協議会において状況等を適宜皆様に報告するなど、新千歳空港における航空機の

安全運航の確保が図られるように努めます。

※平成２６年５月２９日開催の新千歳空港連絡会（国土交通省、自衛隊、道で構成）

において、道から国土交通省東京航空局新千歳空港事務所に対し、深夜・早朝時間

帯における安全運航への対応を要請しています。

２ 国と２４時間対策として実施される住宅防音工事の実施窓口の一本化を検討すること。

○道及び市は、公益財団法人新千歳空港周辺環境整備財団を通じ、これまで２４時間運

用に係る住宅防音工事を実施するほか、現在は、新千歳空港周辺地域振興基金の運用

益の活用による町内会助成事業や生活環境整備事業、機器更新事業を実施しています。

○国（防衛省）は、北海道防衛局が直接窓口となり、住宅防音事業の希望届の受付等を

行っており、また、事務手続の補助等を委託しているものと承知しています。

○このため、窓口の一本化にお応えすることは難しい状況ですが、住民の皆様の住宅防

音工事に係る諸手続につきまして、防衛省（北海道防衛局）との連携を深め、申請や

問い合わせ窓口において分かりやすく丁寧な対応を行うなど、窓口サービスの向上に

努めていきます。

３ 航空機騒音や航空機が発する光が、家畜の飼育に影響を及ぼさないことが必要であり、科

学的に証明すること（駒里地区）

（現状）

○現在、深夜・早朝便の飛行経路は、航空機騒音の軽減の観点から、駒里地区の上空に

は設定されておらず、枠拡大に当たっても同様の考えとなっています。

○一方、昼間時間帯の便には、関東・関西方面への出発のために駒里地区の上空を飛行

する経路が設定されています。

（対応）

○道としては、昼間時間帯の運航便に係る地域住民の皆様のご懸念を国土交通省東京航

空局新千歳空港事務所に伝えるとともに、枠拡大後においても運航状況を注視し、地

域協議会において状況等を適宜皆様に報告していきます。
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（参考）○航空機が発する光（照明）には、離着陸時に使用する着陸灯などがあります。

着陸灯は、他機からの視認性向上や離着陸時に滑走路を視認するために使用するもの

で、高度１万フィート（３０４８ｍ）以下の飛行時や夜間の飛行時などに点灯します。

両翼の内側と前脚に付いており、前方１１度の範囲で発光します。（着陸時には主に

滑走路及び誘導路を照らすことを目的とします。）

◇深夜・早朝便に設定されている出発・到着経路〉

・出発経路－NAGANUMAディパーチャー／YUFUTSUディパーチャー／HOKUTOディパーチャー

・到着経路－滑走路中心線の延長線

４ 住民への説明に当たっては、分かりやすい資料の作成に努めること

○協議会の資料の作成については、できるだけ写真やグラフ、図などを用いて、視覚的

にもわかりやすい資料となるように努めます。

○また、住民説明会等においては、パワーポイントで作成した資料やプロジェクターを

用いるなどして、見やすく、内容も分かりやすい説明になるように努めます。

５ ６枠合意に関し、地域と約束したことを今後どのように実行するのか、きちんと説明してほ

しい。

○新千歳空港周辺地域振興対策基金の未造成額（約 12 億円）については、目標額 30億

円の基金造成に向け、経済界や航空会社から枠拡大の取組に協力を得られやすい環境

整備(着陸料の軽減に向けた要望など)に努めるとともに、経済界等から寄付が得られ

るよう強く求めてまいります。

○平成２３年４月に苫小牧市が策定した植苗・美沢地区土地利用計画の後期１０年計画

については、苫小牧市と連携し、着実な推進に努めます。また、その推進に当たって

は，地域の皆様のご意見を十分にお聴きするとともに、随時、その進捗状況をご説明

させていただきます。

６ 北海道は以前、空港の機能強化を理由に枠拡大の提案をしたいとのことだったが、北海道の

都合で止めた経緯がある。エアラインの事情で政策を転換するのではなく、提案するのであ

れば最後まで誠実に協議をしてほしい。

○平成２１年の枠拡大協議の開始後、国内エアラインの体力低下や 24 時間運用に係るエ

アラインニーズ、羽田空港の再拡張など、航空情勢の大きな変動により大幅に協議ス

ケジュールを変更することとなり、地域住民の皆様にご迷惑をおかけしたことをお詫

びします。

○必要枠数として協議中の３０枠につきましては、アジアを中心とした航空需要の拡大

や外国人来道者の増大などといった時代の潮流や今後の需要予測などから設定したも

のであり、エアライン・ニーズの短期的変動により変更する考えはなく、是非、実現

させていただきたいと考えています。
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７ 北海道の対応に対する不信感について

・過去に地域との合意事項を一方的に破棄した道政は信頼できない。

・世話人会や地域協議会の開催調整にあたり、北海道側の都合で日程を押し付けられたことや

提供された情報に制限を設けられた。もっと住民側の立場に立って考えていただきたい。

・地域に対して、常日頃から丁寧な対話をするよう心がけていただきたい。

○滑走路延長事業につきましては、地域の皆様との信頼関係に基づき、長年の協議を経

て得られた合意事項であるにもかかわらず、十分な協議を行うことなく、道側から一

方的に、地域協議会で第 2ターミナルビルの苫小牧市側への建設断念について表明し

たことは、誠に不適切であり、申し訳なく思っております。

○地域の皆様の信頼が得られるよう、道として丁寧な対話や誠実な対応に努めてまいり

ます。



資料 ４

　※Ｗ値７０＝Ｌｄｅｎ５７ｄＢ、Ｗ値７５＝Ｌｄｅｎ６２ｄＢ

年間Lden値 民航Lden値 年間Ｗ値 民航Ｗ値 年間Ｗ値 民航Ｗ値

 東郊 区域外 59 61 50 75 64 76 60
 梅ヶ丘 75～85Ｗ 75 59 57 72 69 72 70
 富丘 区域外 51 54 44 66 57 65 54
 稲穂 区域外 － 61 49 75 63 76 60
 根志越東 70～75Ｗ 70 56 52 71 65 67 64
 旭ヶ丘 75～85Ｗ 78 60 59 74 71 72 70
 駒里 補完(＜70Ｗ) 58 50 48 65 61 58 56
 あけぼの 準対(＜70Ｗ) 69 59 49 74 63 73 57
 弥生公園 75～85Ｗ 74 59 56 72 69 71 68
 青葉丘 区域外 66 66 44 80 58 81 57
 住吉 区域外 60 65 41 79 55 80 60
 東雲 区域外 56 63 37 76 52 76 59
 寿 75～85Ｗ 76 60 58 73 71 72 71
 北斗 区域外 51 52 24 65 39 62 45
 里美 区域外 45 45 23 56 36 55 41
 駒里東 補完(＜70Ｗ) － 47 47 60 59 64 62
 根志越南 補完(＜70Ｗ) － 59 50 72 62 71 62
 植苗 75～85Ｗ 74 57 57 69 69 67 67
 ウトナイ 補完(＜70Ｗ) 69 52 46 66 59 65 55
 美沢 補完(＜70Ｗ) 64 46 39 60 52 54 49
 湖畔 70～75Ｗ 73 56 57 69 70 68 68
 斉藤宅 補完(＜70Ｗ) 66 45 38 59 54 52 49
 植苗公園 70～75Ｗ － 54 50 67 63 64 56
 勇払 区域外 64 50 47 64 62 55 50
 沼ノ端東雲 準対(＜70Ｗ) － 53 47 65 60 58 48
 勇払東 区域外 － 50 46 64 60 56 50
 琥珀荘 70～75Ｗ 70 42 29 53 41 55 50
 丹治沼 75～85Ｗ 78 56 57 68 69 68 69
 沼ノ端東 補完(＜70Ｗ) 68 50 50 62 62 61 61
 沼ノ端 補完(＜70Ｗ) 67 49 35 62 47 62 50
 植苗会館 70～75Ｗ 69 42 32 53 44 54 49

・新千歳空港周辺における航空機騒音の監視は、環境基準の評価を目的として、新千歳空港及び
　隣接する千歳飛行場を使用する航空機の騒音を測定することにより行っていることから、民航
　機の騒音だけを識別したり分離して把握することは困難である。
  そのため、新千歳空港を離着陸する航空機の騒音を把握する方法として、千歳飛行場に係る自
　衛隊機（ジェット戦闘機）の離着陸のなかった日を民航機の航空機騒音を測定した日とみなし
　算出対象とし、対象日毎のＬｄｅｎの全ての値をパワー平均し、これを民航機の年間Ｌｄｅｎ
　としている。
・平成２５年度の集計対象日数は１０６日（約３割）である。（平成２４年度：１３０日）

【参考】平成２４年度

・平成２５年４月に「航空機騒音に係る環境基準」が改正され、評価指標がＷＥＣＰＮＬから
  Ｌｄｅｎに変わりました。

24時間
予測Ｗ

・環境基準に係る航空機騒音の評価も、測
　定された１機毎の単発騒音暴露レベルか
　ら１日毎のＬｄｅｎ値を算出し、１年間のその全ての値をパワー平均して行うこととしている。

▼平成２５年度民航機Ｌｄｅｎ値

・「新千歳空港の２４時間運用に関する合意書」の確認事項に基づく、平成２５年度の民航機
  Ｌｄｅｎ値の状況は次のとおりです。（参考としてＷ値も記載しています）

　❏ パワー平均値について

千

歳

市

平成２５年度

北

海

道

千

歳

市

苫

小

牧

市

▼航空機騒音常時監視

北

海

道

　❏ 民航機Ｌｄｅｎ値の算出方法について

苫
小
牧
市

新千歳空港に係る民航機Ｌｄｅｎ値について

区
域

設
置

測  定  局
２４時間運用
対策区域

＿

＿ Lden ：パワー平均値

Lden ＝１０log10 ( ∑１０Ldeni/10 ） Ldeni ：各データ値

i N ：測定日数

 <計算式>

１
－
N
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 資料 5  

平成２５年度機器更新事業の実施状況

公益財団法人新千歳空港周辺環境整備財団 

平成 6年度から平成 12年度まで実施した『新千歳空港 24時間運用対策による住宅

防音工事』で設置した機器(暖房機器、空調換気扇、ﾚﾝｼﾞ用換気扇及び冷房装置)が使

用不能等となった場合、その機器の更新費用を平成 18年度から平成 26年度まで助成

することとしています。 
 
平成 25年度機器更新事業の実施状況は次のとおりです。 

 

○ 対象戸数及び対象機器数

区  分 戸 数
暖 房

機 器

空 調

換気扇

ﾚﾝｼﾞ用

換気扇

冷 房

装 置
合 計

住宅防音工事設置機器 (A) 2,866 戸 2,535 台 5,187 台 1,141 台 2,781 台 11,644 台

辞退 (B) 294 戸 125 台 490 台 30 台 105 台 750 台

機器更新対象機器

 (C)=(A)－(B) 
2,572 戸 2,410 台 4,697 台 1,111 台 2,676 台 10,894 台

○ 平成 25年度実施状況及び進捗状況

区  分
暖 房

機 器

空 調

換気扇

ﾚﾝｼﾞ用

換気扇

冷 房

装 置
合 計

H25 年度更新機器 (a) 116 台 293 台 43 台 127 台 579 台

過年度更新機器 (b) 1,633 台 2,559 台 773 台 1,685 台 6,650 台

更新機器計 (D)＝(a)＋(b) 1,749 台 2,852 台 816 台 1,812 台 7,229 台

進捗率 (E)＝(D)／(C) 72.6％ 60.7％ 73.4％ 67.7％ 66.4％

未更新機器(F)＝(C)－(D) 661 台 1,845 台 295 台 864 台 33,665 台

※過去の進捗率 H22 年度 43.2%、H23年度 47.3％、H24 年度 60.1％ 

この事業は平成 26 年度で終了します。 

機器の更新を希望する方は、9月26日(金)までに希望届の提出をお願いいたします。

（希望届の受付期間は、9月 10 日(水)から 9 月 26 日(金)までです。） 
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